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ホームページ 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/index.html  

根 拠 法 令 経済産業省設置法第 18 条 

設 置年月日 平成 13 年１月６日 

所 掌 事 務  

１．エネルギー政策基本法第 12 条第１項に規定するエネルギー

基本計画に関し、同条第３項に規定する事項を処理すること 

２．経済産業大臣の諮問に応じて鉱物資源及びエネルギーの安

定的かつ効率的な供給の確保並びにこれらの適正な利用の推

進に関する総合的な施策に関する重要事項（３に規定する重

要事項を除く。）を調査審議すること  

３．経済産業大臣又は関係各大臣の諮問に応じて石油の割当て

又は配給その他石油需給適正化法の運用に関する重要事項を

調査審議すること 

４．１～３に規定する事項に関し、経済産業大臣又は関係各大

臣に意見を述べること 

５．鉱業法、石油の備蓄の確保等に関する法律、揮発油等の品

質の確保等に関する法律及びエネルギー供給事業者によるエ

ネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な
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利用の促進に関する法律の規定によりその権限に属させられ

た事項を処理すること 

分科会等 

＜分科会＞  

１．基本政策分科会 

（所掌事務） 

① エネルギー政策基本法第 12 条第１項に規定するエネル

ギー基本計画に関し、同条第３項に規定する事項を処理す

ること 

② 鉱物資源及びエネルギーに関する基本的な政策に関する

重要事項を調査審議すること 

③ エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利

用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法

律第８条第２項及び第 14 条第２項の規定により調査会の

権限に属させられた事項を処理すること 

２．省エネルギー・新エネルギー分科会 

（所掌事務） 

① 省エネルギー及び新エネルギーに関する重要事項を調査

審議すること 

② エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転

換等に関する法律の規定に基づき調査会の権限に属させら

れた事項を処理すること 

３．資源・燃料分科会 

（所掌事務） 

① 石油、可燃性天然ガス、石炭、亜炭その他の鉱物及びこ
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利用の促進に関する法律の規定によりその権限に属させられ

た事項を処理すること 

分科会等 

＜分科会＞  

１．基本政策分科会 

（所掌事務） 

① エネルギー政策基本法第 12 条第１項に規定するエネル

ギー基本計画に関し、同条第３項に規定する事項を処理す

ること 

② 鉱物資源及びエネルギーに関する基本的な政策に関する

重要事項を調査審議すること 

③ エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利

用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法

律第８条第２項及び第 14 条第２項の規定により調査会の

権限に属させられた事項を処理すること 

２．省エネルギー・新エネルギー分科会 

（所掌事務） 

① 省エネルギー及び新エネルギーに関する重要事項を調査

審議すること 

② エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転

換等に関する法律の規定に基づき調査会の権限に属させら

れた事項を処理すること 

３．資源・燃料分科会 

（所掌事務） 

① 石油、可燃性天然ガス、石炭、亜炭その他の鉱物及びこ

 

 

れに類するもの並びにこれらの製品の安定的かつ効率的な

供給の確保に関する重要事項を調査審議すること 

② 石油の割当て又は配給その他石油需給適正化法の運用に

関する重要事項を調査審議すること 

③ 鉱業法第 53 条の２第４項及び第 112 条第１項、石油の備

蓄の確保等に関する法律第４条第１項及び第３項並びに揮

発油等の品質の確保等に関する法律第 18 条第３項の規定

により調査会の権限に属させられた事項を処理すること 

４．電力・ガス事業分科会 

（所掌事務） 

① 電気事業、ガス事業及び熱供給事業に関する重要事項を

調査審議すること 

② エネルギーに関する原子力政策に関する重要事項を調査

審議すること 

＜部 会＞ なし 

委員＜定数＞ 30 人以内（学識経験者） 

うち常勤 なし 

＜任期＞ ２年 

＜氏名＞◎隅 修三（東京海上日動火災保険株式会社 

相談役） 

伊藤 麻美（日本電鍍工業株式会社 代表取締役） 

工藤 禎子（株式会社三井住友銀行 

取締役兼副頭取執行役員） 

       小堀 秀毅（旭化成株式会社 取締役会長） 

田辺 新一（学校法人早稲田大学理工学術院 
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創造理工学部 教授） 

山内 弘隆（国立大学法人一橋大学 名誉教授） 

諮問・答申事項等 

・「令和４年度以降５年間についての石油備蓄目標」（R4.7 諮問） 

・「令和４年度以降５年間についての石油備蓄目標」の諮問に対

する答申について（R4.8 答申） 

・「令和５年度以降５年間についての石油備蓄目標」（R5.5 諮問） 

・「令和５年度以降５年間についての石油備蓄目標」の諮問に対

する答申について（R5.5 答申） 
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